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はしがき 

 

 日本経済は、世界経済の不況の影響を受けて外需は先細り、輸出が低迷し、国内消

費も伸び悩んでいるなど、厳しい状況が続いております。    

 本県の中小企業においても、厳しい収益状況を背景とした設備投資の減少や雇用・

所得環境も厳しいことから個人消費・住宅投資などの動きも弱く、楽観視できない状

況にあります。 

 一方、雇用情勢は失業率が過去最高水準となるなど厳しい状況にあり、安心して働

ける職場づくりが求められるなど、雇用・労働環境は大きく変化しております。 

 このような情勢下、本会では全国中小企業団体中央会と協力し、従業員の規模・業

種別による中小企業の労働実態を把握し、今後の適正な労働対策を講ずることを目的

に、全国一斉調査を実施致しました。 

 本年は、時系列調査項目である経営上のあい路、週所定労働時間を始めとする労働

時間、賃金改定の実施状況、新規学卒者の初任給等に加え、従業員の教育訓練、雇用

調整が経営に与える影響等について調査を行いました。 

 ご繁忙の折、本調査にご協力頂きました県内各事業所に深く感謝申し上げる次第で

す。 

 

平成２１年１２月 

秋田県中小企業団体中央会  
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平成 21 年度 中小企業労働事情実態調査結果報告書  

【１】調査概要  

 １ 回答事業所数及び常用労働者数 

 （１）回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４ 

 （２）常用労働者の年齢別構成‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４ 

 （３）従業員の雇用形態別構成‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 ２ 労働組合の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 ３ 経営状況 

 （１）現在の経営状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 （２）主要事業の今後の方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 （３）経営上のあい路‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 （４）経営上の強み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥８  
 ４ 労働時間 

 （１）週所定労働時間‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

 （２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

 （３）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数‥‥‥‥‥‥‥‥１０   
 ５ 教育訓練           

 （１）教育訓練の方法‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１１ 

 （２）教育訓練の目的‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１２ 

 （３）教育訓練の対象‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１３ 

 （４）自己啓発の支援措置‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４ 

 （５）教育訓練実施上の問題‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 ６ 雇用調整        
 （１）実施の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５    
 （２）人員削減の方法‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１６     
 （３）雇用維持の取り組み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７ 

 （４）雇用維持を図った理由‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１８ 

 （５）雇用調整助成金等の利用の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１９    
 （６）雇用調整助成金の対象となった措置‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１９     
 （７）雇用調整助成金の利用上の障害‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２０     
 ７ パートタイマー           

 （１）１日の最多所定労働時間‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１   
 （２）１週間の平均勤務日数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１   
 （３）平均勤続年数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２２   
 （４）主として行っている業務‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２２   
 （５）活用のための雇用管理‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２３ 

 （６）活用上の課題‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２３ 

 ８ 平成２１年３月新規学卒者の採用と初任給  
 （１）新規学卒者の採用状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２４ 

 （２）平成２１年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額‥‥‥‥‥２５   
 ９   平成２２年３月新規学卒者の採用計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２５ 

１０ 賃金改定状況 

 （１）賃金改定実施状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２８ 

 （２）平均昇給額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２８  
 
【Ⅱ】調査票 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３０ 
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調 査 の あ ら ま し  

 

○調査の目的  

         本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労  

       働対策の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目 

    的とする。 

○調査の方法  

     全国統一調査票による郵送調査 

○調査時点  

     平成２１年７月 1 日 

○調査対象  

     ① 調査対象事業所 ８００事業所（製造業４５０、非製造業３５０） 

     ② 有効回答数   ４４０事業所（製造業２３３、非製造業２０７） 

     ③ 回 答 率     ５５．０％ 

○主な調査項目  

     ① 経営状況 

     ② 経営上のあい路 

     ③ 経営上の強み 

     ④ 労働時間 

     ⑤  教育訓練 

     ⑥  雇用調整 

     ⑦ パートタイマー 

     ⑧ 新規学卒者の採用と初任給 

     ⑨  新規学卒者の採用計画 

     ⑩ 賃金改定状況

- 3 -



【Ⅰ】調査概要 

１ 回答事業所数及び常用労働者数 

（１）回答事業所数及び常用労働者数 

 回答事業所４４０事業所の常用労働者数は、１６，３５３人で１事業所当たりの平均常用労働者数は

約３７人（製造業４１人、非製造業３２人）となっている。 

 男女を比率別でみると、全産業では男性が７０．８％、女性が２９．２％となっている。 

 また、業種別に男女の占める割合をみると、男性で最も高い業種は「運輸業」の９２．２％、次いで

「設備工事業」の８７．９％、「金属、同製品」及び「総合工事業」の８７．３％となっている。 

一方、女性では「繊維工業」が８６．３％と圧倒的に高く、次いで、「小売業」４９．０％、「食料

品製造業」４７．６％となっている。                     （後掲表－１） 

 

（２）常用労働者の年齢別構成 

 常用労働者の年齢別構成をみると、「４５～５４歳」が２６．２％と最も多く、次いで、「３５～４

４歳」の２３．２％、「２５～３４歳」の１９．６％となっている。 
 また「６０～６４歳」は、非製造業で９．２％を示したが、製造業では４．９％と、非製造業は製造

業と比較して２倍近い回答となっている他、「６５歳以上」では非製造業が３．８％であるのに対し、

製造業では１．３％と非製造業は製造業の３倍近い回答を示しており、高齢者の比率は、非製造業の方

が製造業よりも高い傾向にあることが窺える。                    （図－１） 

 
図―１ 常用労働者の年齢別構成  
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表―１ 回答事業所数及び常用労働者数       （上段：実数  下段：かっこ内は比率） 
 

 区 

 分 

業   種  

 

調査事

業所数

回答事

業所数

常  用 

労働者数 

  男 性 

    

 女 性 

 

 

 

 製 

 

 造 

 

 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 食 料 品 

 

 ６５

 

 ４２

 

 １，４４９

 

  ７５９ 

（５２．４） 

   ６９０

（４７．６）

 繊維工業 

 

 ３４

 

 １８

 

   ７７６

 

  １０６ 

（１３．７） 

   ６７０

（８６．３）

 木材・木製品 

 

 ６６

 

 ３８

 

 １，１２５

 

  ８８３ 

（７８．５） 

   ２４２

（２１．５）

 印刷・同関連 

 

 ５０

 

 １６

 

   ４０３

 

  ２８１ 

（６９．７） 

   １２２

（３０．３）

 窯業・土石 

 

 ５１

 

 ２６

 

   ５１５

 

  ４４３ 

（８６．０） 

   ７２ 

（１４．０）

 化学工業 

 

 ２５

 

 １２

 

   ３７５

 

  ２４９ 

（６６．４） 

  １２６ 

（３３．６）

 金属、同製品 

 

 ６４

 

 ３８

 

 １，７０９

 

 １，４９２

（８７．３） 

  ２１７ 

（１２．７）

 機械器具 

 

 ６５

 

 ３１

 

 ３，０１２

 

 ２，１３８

（７１．０） 

  ８７４ 

（２９．０）

 そ の 他 

 

 ３０

 

 １２

 

   ２１１

 

   １３０

（６１．６） 

    ８１

（３８．４）

   製造業計 

 

４５０

 

２３３

 

 ９，５７５

 

 ６，４８１

（６７．７） 

 ３，０９４

（３２．３）

 

 

 非 

 

 製 

 

 造 

 

 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 情報通信業 

 

  ４

 

  ３

 

     １７７

 

   １３０

（７３．４） 

    ４７

（２６．６）

 運輸業 

 

 ５８

 

 ３５

 

 １，９８７

 

 １，８３２

（９２．２） 

   １５５

（ ７．８）

 建設業 

 

 ８１

 

 ４５

 

 １，１９９

 

 １，０４８

（８７．４） 

   １５１

（１２．６）

 

 

 

 

 

 

 総合工事業 

 

 ４３

 

 ２３

 

   ７４２

 

   ６４８

（８７．３） 

      ９４

（１２．７）

 職別工事業  １８

 

  ７

 

   １３６

 

   １１８

（８６．８） 

    １８

（１３．２） 

 設備工事業 

 

 ２０

 

 １５

 

   ３２１

 

   ２８２

（８７．９） 

    ３９

（１２．１）

  卸売業 

 

 ７７

 

 ４４

 

   ８７２

 

   ６１６

（７０．６） 

   ２５６

（２９．４）

  小売業 

 

 ５０

 

 ３１

 

   ６４５

 

   ３２９

（５１．０） 

   ３１６

（４９．０）

 サービス業 

 

 ８０

 

 ４９

 

 １，８９８

 

 １，１４６

（６０．４） 

   ７５２

（３９．６）

 

 

 

 

対事業所 

   サービス業 

 ２１

 

 １３

 

   ３０６

 

   ２２６

（７３．９） 

    ８０

（２６．１）

対個人サービス業 

 

 ５９

 

 ３６

 

 １，５９２

 

   ９２０

（５７．８） 

   ６７２

（４２．２）

  非製造業計 

 

３５０

 

２０７

 

 ６，７７８

 

 ５，１０１

（７５．３） 

 １，６７７

（２４．７）

   事業所合計 

 

８００

 

４４０

 

１６，３５３

 

１１，５８２

（７０．８） 

 ４，７７１

（２９．２）
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（３）従業員の雇用形態別構成 

 全従業員の雇用形態別構成をみると、「正社員」が８４．４％、「パートタイム労働者」が１０．４％、

「アルバイト・その他」が４．８％、「派遣」が０．４％となっている。        
  男女別でみると、男性は「正社員」が９２．９％、「パートタイム労働者」が２．５％となってい

るのに対し、女性は「正社員」が６４．７％、「パートタイム労働者」が２８．５％と「パートタイム

労働者」の比率が高くなっている。また、女性を業種別にみると、「対個人サービス業」で「パートタ

イム労働者」が５９．７％を占めており、高い割合を示している。            （図－２） 
 

図―２ 従業員の雇用形態別構成 
 

 

 

２ 労働組合の有無 

 労働組合を組織している事業所は全産業で１２．３％と昨年調査（１０．６％）より１．７ポイント

上がっている。業種別にみてみると、製造業が１５．９％、非製造業が８．２％と製造業の方が非製造

業よりも高くなっている。また、規模別では規模が大きくなるほど組織率が高くなっている。ちなみに、

「１００～３００人」での組織率は３４．２％となっている。              （図－３） 
 

図―３ 労働組合の有無 
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３ 経営状況 

（１）現在の経営状況 

 厳しい経営環境の中で、県内の中小企業の経営状況をみると、「悪い」が７５．９％と最も多く、「変

わらない」は１８．９％、「良い」は５．２％となっている。昨年の調査との比較では、「悪い」が１

５．０ポイントと大幅に増加する一方、「変わらない」が１５．４ポイント減少、「良い」は０．４ポ

イントの増加に止まっており、昨年よりも景況に一段と暗さがみられる。 

 ちなみに全国平均では、「良い」が３．９％、「悪い」が７３．３％となっており、全国平均と比べ

てみると「良い」は１．３％、「悪い」は２．６％多い結果となっている。        （図―４） 
 

図―４ 経営状況 
 

 

 

（２）主要事業の今後の方針 

 主要事業の今後の方針をみると、「現状維持」が６７．３％、次いで「強化拡大」が２０．５％、「縮

小」は１０．９％となっており、昨年との比較では「縮小」が１．５ポイント増加しているのに対し、

「強化拡大」が２．９ポイント減少している一方、「現状維持」が１．３ポイント増加しており、事業

経営に対して消極的になっていることが窺える。 

 また、業種別でみると、「強化拡大」は「印刷・同関連」で３７．５％と最も多かった。（図―５） 

 
図―５ 主要事業の今後の方針 

 

 

 

（３）経営上のあい路 

 経営上のあい路を３項目以内で選択してもらったものであるが、この結果、「販売不振・受注の減少」

が７０．５％と最も多く１２年連続で１位となっている。昨年と比較して８．２ポイントの増加であっ

た。次いで、「同業他社との競争激化」が３５．０％、「原材料・仕入品の高騰」が２５．５％と続い
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ており、「原材料・仕入品の高騰」は昨年の５９．８％から３４．３ポイントと大幅な減少となってい

るのが目を引く。 

 また全国の状況は、１位は「販売不振・受注の減少」、２位が「同業他社との競争激化」、３位が「原

材料・仕入品の高騰」となっており、昨年１位の「原材料・仕入品の高騰」が３位に落ちる一方、同２

位の「販売不振・受注の減少」が１位に、同３位の「同業他社との競争激化」が２位となり、順位が変

動している。                                   （図―６） 
 

図―６ 経営上のあい路 
 

 
 

（４）経営上の強み 

 経営上の強みを３項目以内で選択してもらったものであるが、この結果、「顧客への納品・サービス

の速さ」が３６．２％と最も多く、次いで、「製品の品質・精度の高さ」が２７．０%、「組織の機動

力・柔軟性」が２１．５％と続いており、この３項目の順位は昨年度と変わりはない。全国の順位もほ

ぼ同様の傾向を示しているが、「顧客への納品・サービスの速さ」及び「製品の品質・精度の高さ」の

数値は全国の方が本県よりも多少低くなっている。                 （図―７） 

 
図―７ 経営上の強み 
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４ 労働時間 

（１）週所定労働時間 

 週所定労働時間については、「４０時間」が５０．７％、「３８時間超４０時間未満」が３０．９％、

「３８時間以下」が１０．９％となっており、「４０時間以下」の事業所が９２．５％と昨年よりも１．

１ポイントの減少となっている。ちなみに全国平均の「４０時間以下」の割合は８６．６％で、「週４

０時間以下」の労働に関して言えば本県の方が高い割合を示している。         （図―８） 
 

図―８ 週所定労働時間 
 

 
 

（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働） 

 従業員１人当たりの月平均の残業時間をみると９．４４時間で昨年の９．８９時間と比べてみると０．

４５時間の減少となっており、残業時間は減少傾向にあることが窺える。また規模が大きくなるほど残

業時間が多くなっているほか、製造業の８．７３時間に対して非製造業では１０．２４時間と非製造業

の方が製造業よりも１．５１時間上回っている。 

ちなみに全国平均の残業時間は１０．１８時間となっており、本県を０．７４時間上回っている。 

 内訳をみると、「１～１０時間未満」が３６．４％と最も多く、次いで「１０～２０時間未満」が２

３．０％となっている他、「残業０時間」は２３．０％と昨年（２０．３％）を２．７ポイント上回っ

た。業種別では、「運輸業」が２１．６０時間と最も長く、逆に「食料品」が４．５０時間と最も短く

なっている。                                  （図―９） 
 

図―９ 月平均残業時間 
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（３）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数 

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数をみると、「１５～２０日未満」が５１．３％と最

も多く、次いで、「１０～１５日未満」が２２．１％、「２０～２５日未満」が１８．７％と続いてい

る。平均付与日数では「１５．４０日」と全国の「１５．１６日」を０．２４日上回っている。    

なお、有給休暇は労働基準法では６か月以上継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した従業員（パー

トタイマーを含む。）に対し１０日付与することが定められており、「１０日未満」（７．２％）と回

答した事業所においては早急な対応が必要である。                  （図―１０） 
 

 
図―１０ 年次有給休暇の平均付与日数 

 

 
 
また、従業員１人当たりの平均取得日数では、「５～１０日未満」が３８．８％、次いで、「５日未

満」が３３．１％、「１０～１５日未満」が２１．８％と続いている。平均取得日数は「６．７７日」

と、昨年の「６．７２日」より０．０５日多くなっており、やや増加した。           （図―１１） 

 
図―１１ 年次有給休暇の平均取得日数 
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５ 教育訓練 

（１）教育訓練の方法 

 教育訓練の方法をみると、「事業所内での研修会・勉強会の開催」が５２．３％、「必要に応じたＯ

ＪＴ」が３５．５％、「民間の各種セミナー等への派遣」が３３．４％とこの３つの回答で３割を超え

ている。また「協同組合等の共同訓練への派遣」が１３．４％を占めている。 
業種別では、製造業で「必要に応じたＯＪＴ」と「事業所内での研修会・勉強会の開催」が４２．１％

と最も高かったのに対し、非製造業では「事業所内での研修会・勉強会の開催」が６３．８％と圧倒的

に高い回答となっている。                            （図－１２） 
 

図―１２ 教育訓練の方法 
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（２）教育訓練の目的 

教育訓練の目的をみると、「基礎的な知識・技能・技術の習得・向上」が８０．８％と圧倒的に多く、

次いで、「新しい機械・設備の知識・技術の習得」が３５．６％、「商品知識の向上」が３３．１％と

続いており、この３つの回答で３割を超えている。 
業種別では、製造業で「基礎的な知識・技能・技術の習得・向上」が８６．５％と非常に高い回答を

示した。また、「礼儀作法・接客態度などの向上」は、非製造業で３６．８％と高くなっているのに対

し、製造業では１５．７％と低い回答となっており、製造業と非製造業とで大きな相違が見受けられる。 

                                        （図－１３）  
 

図―１３ 教育訓練の目的 
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（３）教育訓練の対象 

 教育訓練の対象をみると、「生産関係の技能者」が５０．３％と最も多く、次いで、「管理・監督者」

が３９．４％、「中途採用社員」が３６．３％となっているものの、「新卒社員」が３２．１％、「営

業サービス関係社員」が２５．１％、「事務関係社員」が２４．９％と続いており、各項目に亘って比

較的高い回答がみられたのが特徴的である。 
業種別では、製造業で「生産関係の技能者」が７４．６％とひときわ高い回答を示しているのが目に

つく。                                     （図―１４） 
 

図―１４ 教育訓練の対象 
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（４）自己啓発の支援措置 

 自己啓発の支援措置をみると、「特に支援はしていない」が３９．０％と最も多かった。次いで、「資

格取得者への手当・報奨金の支給」が３４．３％、「学費やセミナー受講科等の金銭的援助」が２７．

４％、「研修、通信教育、図書等に関する情報提供」が１８．７％と続いている。その一方で、「有給

教育訓練休暇の付与」が６．１％、「自主的な研究会等の実施に対する援助」が３．５％と低い回答と

なっている。 
業種別でみると、非製造業で「資格取得者への手当・報奨金の支給」が４３．３％と最も高い回答を

示している。                                  （図―１５） 

 
図―１５ 自己啓発の支援措置 
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（５）教育訓練実施上の問題 

 教育訓練実施上の問題をみると、「特に問題はない」が３６．１％と最も多かったものの、「対象従

業員の時間的余裕がない」が３５．８％と続いており、中小企業の置かれている立場の厳しさをみるよ

うな気がする。次いで、「教育訓練の成果が明確でない」が１７．０％、「業務にあった内容のものが

少ない」が１５．０％と続いている。                       （図―１６） 
 

図―１６ 教育訓練実施上の問題 
 

 

 

６ 雇用調整  

（１）実施の有無 

 雇用調整実施の有無をみると、「人員削減を伴う雇用調整を行っていない」が圧倒的に多く７８．３％

を占めたのに対し、「人員削減を伴う雇用調整を行った」は２１．７％となっている。 
また全国ベースでみると、「人員削減を伴う雇用調整を行った」が１８．３％を占めており、本県の

方が全国平均よりも「人員削減を伴う雇用調整が行われている」結果となっており、本県の雇用情勢の

厳しさが窺える。                                （図―１７） 
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図―１７ 雇用調整実施の有無 

 

 
 

 

（２）人員削減の方法 

 前問で「人員削減を伴う雇用調整を行った」とする回答のあった９５事業所を対象に人員削減の方 
法についてみると、「正社員の解雇」が４０．４％とトップを占め、次いで、「契約・臨時社員、パー 
トタイマーの雇い止め」が３４．０％、「退職者の不補充」が２７．７％であった。 
 業種別では、非製造業で「正社員の解雇」が４３．９％と非常に高い回答を示している一方、製造業

では「契約・臨時社員、パートタイマーの雇い止め」が３９．６％と高い回答を示しているのが特徴的

である。                                     （図－１８） 
 

図―１８ 人員削減の方法 
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（３）雇用維持の取り組み 

 雇用維持の取り組みをみると、「行っていない」が５２．３％と過半数を占めた。次いで、「残業規

制」が２０．５％、「賃金・手当の引き下げ」が１５．４％、「休日の増加」が１３．２％と続いてい

る。   
 業種別では、製造業で「残業規制」が２９．５％、「休日の増加」が１８．５％と比較的高い回答を

示している一方、非製造業では「賃金・手当の引き下げ」が１６．４％と高い回答を示しており、製造

業と非製造業とでは多少の相違が見受けられる。                  （図―１９） 
 

図―１９ 雇用維持の取り組み 
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（４）雇用維持を図った理由 

 前問で「雇用維持に取り組んだ」とする回答のあった１７７事業所を対象に雇用維持を図った理由

をみてみると、「企業の責任として雇用を守るため」が６１．９％、「必要な人材を確保しておくた

め」が５６．５％とこの２項目で過半数を示しているのが特徴的である。また「販売・受注量の増加

時への対応のため」が３４．７％、「従業員の士気の低下を防ぐため」が２６．５％と続いている。 
 業種別では、特に非製造業で「企業の責任として雇用を守るため」が７１．４％と非常に高い回答

を示しており、中小企業経営者としての社会的使命の一端を感じとることができる結果となっている。 
（図―２０） 

 
図―２０ 雇用維持を図った理由 
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（５）雇用調整助成金等の利用の有無 

 この１年以内の雇用調整助成金等の利用の有無をみると、「利用していない」は８５．５％を示した

のに対して、「中小企業緊急雇用安定助成金を利用」が１２．９％、「雇用調整助成金を利用」は１．

８％となっている。全国ベースでは、「雇用調整助成金を利用」は４．６％となっており、本県は全国

に比較して雇用調整助成金の利用が低くなっている。                 （図―２１） 

 
図―２１ 雇用調整助成金等の利用の有無 

 

 
 

（６）雇用調整助成金の対象となった措置 

 前問で「雇用調整助成金等を利用した」とする回答のあった６３事業所を対象にその対象となった措

置をみると、「従業員の休業」が８８．７％と断然多く、次いで、「事業所内での教育訓練」が１９．

４％、「残業時間の削減」が１１．３％と続いている。 

 業種別では、「従業員の休業」は、製造業で９０．６％を示しているのに対し、非製造業では７７．

８％を示しており、製造業の方が非製造業よりも高い結果となっている。       （図―２２） 

 
図―２２ 雇用調整助成金の対象となった措置 
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（７）雇用調整助成金の利用上の障害 

 雇用調整助成金の利用上の障害をみると、「特にない」が６８．４％と過半数を占めた。次いで、「書

類作成など申請手続きが煩雑である」が１７．８％、「支給内容が分かりにくい」が１３．６％、「申

請から受給までに時間がかかる」が１１．４％と続いている。 
 業種別では、「書類作成など申請手続きが煩雑である」は、製造業で断然多く２７．０％を示してい

るのが特徴的である。                              （図―２３） 

 
図―２３ 雇用調整助成金の利用上の障害 
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７ パートタイマー  

（１）パートタイマーの１日の最多所定労働時間 

 パートタイマーの１日の最多所定労働時間についてみると、「５時間以上６時間未満」が２６．７％

と最も多く、次いで、「４時間以上５時間未満」が２３．８％を示し、さらに「６時間以上７時間未満」

も１６．７％を示している。一方、「２時間未満」は０．５％、「２時間以上３時間未満」が２．９％

と極めて低い回答となっている。                         （図―２４） 
 

図―２４ パートタイマーの１日の最多所定労働時間 
 

 

 

（２）パートタイマーの１週間の平均勤務日数 

 パートタイマーの１週間の平均勤務日数をみてみると、「５日以上」が５３．８％と過半数を占めた。

また「４日」が３１．４％、「３日」が１１．４％となっており、これら３つの回答を合計すると９

６．６％を示すことになる。 

 業種別では、「５日以上」は製造業で５９．８％を示したのに対し、非製造業では４６．９％と、製

造業の方で高い割合を示しており、製造業の方が非製造業よりも平均勤務日数が多い結果となっている。 

                                             （図―２５） 
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図―２５ パートタイマーの１週間の平均勤務日数 
 

 

 

（３）パートタイマーの平均勤続年数 

 パートタイマーの平均勤続年数をみると、「３年以上」が６６．２％と７割近くを示している。次い

で、「２年以上３年未満」が１５．７％、「１年以上２年未満」が８．６％と続いている。 

 また業種別でみると、「３年以上」は製造業で特に高く、７５．９％を示したのに対して、非製造業

では５５．１％となっており、製造業と非製造業とでは大きな差がみられた。     （図―２６） 

 
図―２６ パートタイマーの平均勤続年数 

 

 

 

（４）パートタイマーが主として行っている業務 

 パートタイマーが主として行っている業務についてみると、「正社員の補助業務」が５１．７％と過

半数を占めた。次いで、「正社員と同じ業務」が２７．８％、「正社員とは違う独立した業務」が１８．

２％と続いている。業種別では、「正社員と同じ業務」は、製造業で３１．５％を占めたのに対し、非

製造業では２３．５％と、製造業の方が高い回答を示している。            （図―２７） 
 

図―２７ パートタイマーが主として行っている業務 
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（５）パートタイマー活用のための雇用管理 

 パートタイマー活用のための雇用管理についてみると、「労働条件を文書で明示している（就業規則

を含む）」が８０．５％と非常に高い割合を示しており、多くの中小企業において、労働条件について

文書での明示が行われている。次いで、「年次有給休暇を取得させている」が４０．５％、「賞与を支

給している」が３０．３％と続いている。                      （図―２８） 

 
図―２８ パートタイマー活用のための雇用管理 

 

 

 

（６）パートタイマー活用上の課題 

 パートタイマー活用上の課題についてみると、「必要な経験・知識・技能を有する人を集めるのが難

しい」が４５．９％と非常に高い割合を示している。次いで、「業務の繁閑とパートタイマーの都合が

合致しない」が２７．４％、「業務の変化にあわせて配置転換を行うことが難しい」が２５．３％、「所

得税の非課税限度額等の関係で就業調整が行われる」が１８．５％と続いている。         

 業種別では、「必要な経験・知識・技能を有する人を集めるのが難しい」は非製造業で５０．０％と

ちょうど半分を占めたのに対し、製造業では４２．３％であった。           （図―２９） 
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図―２９ パートタイマー活用上の課題 

 

 

 

 

８ 平成２１年３月新規学卒者の採用と初任給 

（１）新規学卒者の採用状況 

 平成２１年３月の新規学卒者の採用者数は、全体で１２６名と昨年３月卒業者（１６８名）を４２名

も下回り、大幅な減少となった。このうち、高校卒が昨年３月卒業者（１１２名）を２２名下回り９０

名となっている。                                 （表―２） 

 

表―２ 新規学卒者の採用状況 

区   分 平成１９年３月卒 平成２０年３月卒 平成２１年３月卒 

高 校 卒 ６０     １１２      ９０ 

専門学校卒    １０     ２９     １３ 

短 大 卒 ８ ６ ７ 

大 学 卒 ２０ ２１ １６ 

 合  計     ９８     １６８   １２６ 

 

 

- 24 -



（２）平成２１年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額 

平成２１年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額（平成２１年６月支給額）を学歴別にみると、

次のとおりである。                                 （表―３） 

 

 

表―３ 新規学卒者の初任給（加重平均） 

 区 分 

 

高校卒  専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 

全国平均

秋 田 県
製 造 業
非製造業 

155,390 

 138,043  

 138,140  

 137,579   

152,522 
 140,099 
142,030 
134,857  

166,990 
 149,556 
 143,200 
 157,500 

166,995 
 153,000 
 165,000 
 141,000 

173,303 
 188,165 
 168,467 
 202,938 

166,612 
133,000 
  － 

133,000

194,671 
175,633 
176,439 
171,200 

191,090
182,475
170,600
202,267

 

(注)単純平均は、各事業所ごとの１人当たり平均初任給額を足し上げ、事業所数で 

  除した数値です。 

  加重平均は、各事業所の１人当たり平均初任給額に採用した人数を乗じて得た 

  数の総和を採用した人数の総和で除した数値です。 

 

①高校卒 

 高校卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１３７，８４２円（加重平均１３８，０４３円）、事務

系１３５，５８３円（同１４０，０９９円） 

 

②専門学校卒 

 専門学校（専修学校専門課程：２年以上）卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１５０，０００円

（加重平均１４９，５５６円）、事務系１４９，６００円（同１５３，０００円） 

 

③短大卒（含高専） 

 短大（含高専）卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１７９，８９０円（加重平均１８８，１６５

円）、事務系１３３，０００円（同１３３，０００円） 

 

④大学卒 

 大学卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１７３，４７５円（加重平均１７５，６３３円）、事務

系１８２，４７５円（同１８２，４７５円）  

 

９ 平成２２年３月新規学卒者の採用計画 

 平成２２年３月新規学卒者の採用計画については、「ある」とする事業所が４４０事業所のうち４４

事業所（１０．０％）と前年度に比べて３．１ポイント減少しているのに対し、「ない」とする事業所

は３３４事業所（７５．９％）と前年度に比べ６．２ポイント増加しており、採用状況は悪化の傾向に

あることが窺える。                            （図―３０～３６） 

規模別にみると、規模が大きくなるほど採用計画があり、「１００～３００人」の従業員規模では、

製造業で５６．５％の回答を占めている。                     

また、「ある」と回答のあった４４事業所を業種別でみると、「情報通信業」が６６．７％と最も多

く、次いで、「設備工事業」が２６．７％、「機械器具」が２５．８％と続いている。        

- 25 -



図―３０ 平成２２年度採用計画 

 

 
 

図―３１ 採用予定事業所数 

 

 
 

図―３２ 平成２２年度新規学卒者の採用計画 

- 26 -



図―３３ 採用計画人数（高校卒） 

 

 
 

図―３４ 採用計画人数（専門学校卒） 

 
 
 

図―３５ 採用計画人数（短大卒） 
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図―３６ 採用計画人数（大学卒） 

 

 

１０ 賃金改定状況 

（１）賃金改定実施状況 

 本年１月１日から７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況をみると、賃金を「引き上げた」事業

所（１０１事業所）が２３．１%で昨年の３２．７%に比べ９．６ポイント減少している。 

また、「引き下げた」事業所（３２事業所）は７．３％で昨年（３．２%）に比べ４．１ポイント率

が上がっており、悪化している。 

一方、「引き上げた」事業所と「７月以降実施予定」の事業所（３．７％）を合わせると「引き上げ」

の方向で賃金改定を行った（行う）事業所は２６．８％となっている。        （図―３７） 
 

図―３７ 賃金改定状況 

 
 
また、「引き上げた」事業所を規模別でみると、規模が大きい事業所ほど比率が高くなる傾向にあり、

さらに業種別でみると、製造業が２１．６％、非製造業が２４．６％と非製造業の方が製造業よりも多

い結果を示している。特に「情報通信業」が６６．７％と最も多く、次いで、「対事業所サービス業」

が４６．２％、「その他製造業」が４１．７％と続いている。 

 

（２）平均昇給額 

 賃金改定を実施した事業所の中で「引き上げ」を行った事業所の昇給額をみると、秋田県全体では単
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純平均で４，６２４円（全国平均：５，５８９円）、加重平均で３，６２２円（同：４，１２８円）と

なっている。 

加重平均で業種別にみた場合、製造業が２，８３４円、非製造業が５，２８１円と非製造業が２，４

４７円高くなっている。                             （表―４） 

加重平均で昇給額が最も高かった業種は、「職別工事業」で９，５００円、次いで、「総合工事業」

の８，２６７円、「対事業所サービス業」が７，３１５円で続いている。 

次に、「引き下げ」を行った事業所の引き下げ額をみると、秋田県全体では単純平均で１９，５４７

円（全国平均：２２，４９０円）、加重平均で１３，７１４円（同：１７，４２０円）となっている。 

 加重平均で業種別にみた場合、製造業が１３，３１７円、非製造業が１５，２６１円となっている。 

                                         （表－５） 

また、秋田県全産業の平均の昇給額をみると、加重平均で３３８円（単純平均：－７４０円）と昨年

の３，２２７円に比べて２，８８９円減少している。 

業種別では、製造業が－３１９円（加重平均）に対して、非製造業が１，６０２円（同）と製造業と

非製造業とでは１，９２１円の差が生じている。                  （図―３８） 
 

表―４ 平均昇給（引き上げ事業所） 
区  分 秋田県計 製造業 非製造業 

昇給額（円） 昇給率（％） 昇給額（円） 昇給率（％） 昇給額（円） 昇給率（％） 

単純平均  ４，６２４  ２．１４  ３，４８０   １．６６  ５，７４５   ２．５８ 

加重平均  ３，６２２  １．６１  ２，８３４   １．２９  ５，２８１   ２．２２ 

 

 

表―５ 平均昇給（引き下げ事業所） 

区  分 秋田県計 製造業 非製造業 

昇給額（円） 昇給率（％） 昇給額（円） 昇給率（％）  昇給額（円） 昇給率（％）

単純平均 －１９，５４７ －８．６５ －１６，３１２ －８．０２ －２４，２７６ －９．３９ 

加重平均 －１３，７１４ －６．４３ －１３，３１７ －６．５８ －１５，２６１ －５．９８ 

 

 

図―３８ 平均昇給額の推移（加重平均） 
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